
財務諸表に対する注記

法人名：公益財団法人 情報通信学会

事業名：事業全体

1.継続事業の前提に関する注記

継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事業又は状況はない。

2.重要な会計方針

(1)会計方針

「公益法人会計基準」（平成２０年１２月１日 内閣府公益認定等委員会）を採用してい

る。

(2)有価証券の評価基準及び評価方法

①満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額法）によっている。

②満期保有目的の債券以外の有価証券

ａ.時価のあるもの・・・期末日の市場価格等に基づく時価法によっている。

ｂ.時価のないもの・・・移動平均法による原価法によっている。

(3)棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当事項なし。

(4)固定資産の減価償却の方法

固定資産の減価償却の方法は定額法によっている。

(5)引当金の計上基準

退職給付引当金は常勤職員の退職金の支給に備えるため、当期末における要支給額の見込

額に基づいて計上している。

(6)キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

認定法第５条第１２号により作成しない。

(7)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税込方式によっている。

(8)リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

3.会計方針の変更

該当事項なし。



財務諸表に対する注記

法人名：公益財団法人 情報通信学会

事業名：事業全体

4.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産 0 0

投資有価証券 70,000,000 40,469,400 50,518,700 59,950,700

定期預金 10,000,000 10,000,000 0 20,000,000

定期郵便貯金 1,000,000 0 0 1,000,000

小 計 81,000,000 50,469,400 50,518,700 80,950,700

特定資産 0 0

退職給付引当資産 1,600,000 200,000 0 1,800,000

公益事業促進積立資産 400,000 0 0 400,000

周年事業基金積立資産 4,000,000 1,800,000 0 5,800,000

公益目的事業１寄付金 900,000 1,200,000 0 2,100,000

小 計 6,900,000 3,200,000 0 10,100,000

合 計 87,900,000 53,669,400 50,518,700 91,050,700

5.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科 目 当期末残高 （うち指定正味財 （うち一般正味財 （うち負債に

産からの充当額） 産からの充当額） 対応する額）

基本財産

投資有価証券 59,950,700 ( 0) ( 59,950,700) ( 0)

定期預金 20,000,000 ( 0) ( 20,000,000) ( 0)

定期郵便貯金 1,000,000 ( 0) ( 1,000,000) ( 0)

小 計 80,950,700 ( 0) ( 80,950,700) ( 0)

特定資産

退職給付引当資産 1,800,000 ( 0) ( 0) ( 1,800,000)

公益事業促進積立資産 400,000 ( 0) ( 400,000) ( 0)

周年事業基金積立資産 5,800,000 ( 0) ( 5,800,000) ( 0)

公益目的事業１寄付金 2,100,000 ( 2,100,000) ( 0) ( 0)

小 計 10,100,000 ( 2,100,000) ( 6,200,000) ( 1,800,000)

合 計 91,050,700 ( 2,100,000) ( 87,150,700) ( 1,800,000)

6.担保に供している資産

該当事項なし。

7.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科 目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

什器備品 Ｄｕｐｌｏ製紙折機 103,950 103,949 1

東芝ノートパソコン 118,584 39,528 79,056

合 計 222,534 143,477 79,057

8.債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科 目 債権金額 貸倒引当金の 債権の当期末残高

当期末残高

該当事項なし

合 計 0 0 0
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法人名：公益財団法人 情報通信学会

事業名：事業全体

9.保証債務等の偶発債務

該当事項なし。

10.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時 価 評価損益

横浜市平成１７年度第５回事業公債 10,000,000 10,162,000 162,000

第３１５回大阪府公募公債（１０年） 10,000,000 10,584,700 584,700

合 計 20,000,000 20,746,700 746,700

11.補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

補助金等 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 貸借対照表上

の名称 の記載区分

助成金 0 0

学会大会補助金 情報通信月間推進

協議会 0 140,000 140,000 0

国際コミュニケーションフ （一財）電気通信

ォーラム協賛金 端末機器審査協会 0 200,000 200,000 0

国際コミュニケーションフ （一社）電波産業

ォーラム協賛金 会 0 200,000 200,000 0

合 計 0 540,000 540,000 0

12.基金及び代替基金の増減額及びその残高

基金及び代替基金の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

該当事項なし。 0 0 0 0

合 計 0 0 0 0

13.指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

内 容 金 額

経常収益への振替額

目的達成による指定解除額 0

合 計 0

14.関連当事者との取引の内容

関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

属性 法人等の 住所 資産総額 事業の 議決権の 関係内容 取引の 取引金額 科目 期末残高

名称 内容又は 所有割合 役員の 事業上の 内容

職業 兼務等 関係

該当事項

なし

15.キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

(1)その他

認定法第５条第１２号の規定により作成しない。



財務諸表に対する注記

法人名：公益財団法人 情報通信学会

事業名：事業全体

16.重要な後発事象

(1)その他

該当事項なし。
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